
お知らせ 2　 information

詳しくは沖縄県農業共済組合までお問い合わせください。

農業保険 検索

Webサイトでは様々な情報を公開中！
http://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/

病気で収穫不能 盗難や運搬中の事故

農業者のみなさん！
リスクへの備えはできていますか？

市場価格が下落自然災害で減収

・全ての農業者が対象です。
・米、畑作物、家畜、農業用ハウスなどが自然災害によって
　受ける損失を補償します。
※収入減少影響緩和対策（ナラシ対策）、野菜価格安定制度等を利用することもできます。

沖縄県農業共済組合 TEL：098-833-8188

北部支所 0980-52-4082
宮古支所 0980-72-4724

中南部支所 098-945-3293
八重山支所 0980-82-4780

自然災害
リスク
をカバー
したい方

様々な
リスク
をカバー
したい方

●保険料は全額社会保険料控除

支払った保険料は全額社会保険料控除の対象となります。さらに、同一生計の家族分の保険料を支払って

いる場合、家族分も含めて控除の対象となります。

●保険料の運用益が非課税

一般の預貯金等の利子には約20％の税金がかかりますが、農業者年金の運用益は非課税です。

●将来年金として受け取る際も控除の対象

農業者年金として受け取った年金は、税制上、公的年金等控除の対象となります。

税制面で大きな優遇措置

独立行政法人 農業者年金基金
●専門相談員

TEL：
●本店組織活性部
TEL：

ＪＡおきなわ

ポイント

1の説明

農業者なら誰でも入れる「終身年金」
●農業者年金の加入資格は３つだけ、農地の権利名義は不要

  ①年間60日以上農業に従事 ②65歳未満 ③国民年金第１号被保険者(保険料納付免除者を除く) (ただし、

60歳以上は、国民年金の任意加入被保険者)

※上のケースは、通常加入で加入し、65歳までの運用利回りが2.5％、65歳以降の予定利率が0.70％となった場合の試算です。受給総額は65歳の時点で想定される平均余命
を考慮し、男性86.5歳、女性92歳まで生存した場合の金額です。

※運用利回りは、加入後の経済変動により上下します。制度発足以降の20年間（令和３年度まで）の運用利回りの平均は、年率2.94％です。
※各金額は単位未満を四捨五入により表示しています。
※予定利率は毎年度、農林水産省告示により定められ、令和５年度は0.70％となっています。
※保険料額１万円のケースについては、35歳未満は保険料月額１万円で加入し、35歳以降は月額２万円で加入した場合です。

事務経費は国が負担しているため、払った保険料の全額が運用されます。

加入年齢 納付期間 保険料額
保険料

納付総額
年金額（年額） 想定される受給総額

男性 女性 男性 女性

20歳 40年
1万円 780万円 61万円 52万円 1,306万円 1,394万円

2万円 960万円 80万円 68万円 1,718万円 1,833万円

30歳 30年
1万円 660万円 47万円 40万円 1,017万円 1,086万円

2万円 720万円 53万円 45万円 1,140万円 1,216万円

40歳 20年 2万円 480万円 31万円 27万円 675万円 720万円

50歳 10年 2万円 240万円 14万円 12万円 301万円 321万円

試算表 ～農業者年金の受給額の試算～

・認定農業者かつ青色申告の方など、一定の要件を満たす方には、保険料の国庫補助があります。

(月額２万円のうち最高１万円、通算で最大216万円)

・保険料の国庫補助分は、将来、経営継承をする等の一定の要件を満たせば、将来、特例付加年金として受給する

ことが出来ます。

一定の要件を満たす方には、保険料の国庫補助

農 業 者 年 金
農業者の方は国民年金の上乗せの公的な年金「農業者年金」に加入して安心で豊かな老後を！

終身年金で安心！

お知らせ１　information

●保険料の設定は自由、加入・脱退も自由

保険料は月額２万円（35歳未満で政策支援加入の対象とならない方は１万円）から６万７千円の間で、千円単位で自由に決

められいつでも見直しが可能です。さらに加入・脱退も任意のため、経営状況等に応じ柔軟な対応が可能になります。(ただし、

脱退一時金はなく、積立てた保険料は将来年金として受給できます。)

●「終身」で年金を受給でき、万が一の場合は死亡一時金も

農業者年金は「終身年金」のため、一生涯、年金を受け取ることが出来ます。

また、万が一、80歳前に死亡した場合は、80歳までに受け取る農業者老齢年金の現在価値相当額を一時金として、要件を

満たす遺族の方が受け取れ、死亡一時金は非課税です。(加入期間等により、保険料払込額を下回る場合があります。)

令和５年台風第６号は沖縄地域に長期間の暴風や大雨などの影響を及ぼし、農業
にも大きな被害を与えました。沖縄地域は台風の常襲地帯であり、事前の備えが
大切となります。そのため、ここでは収入保険と農業共済をご紹介します！

農業者を襲う様々なリスク…

・青色申告を行っている農業者が対象です。
※令和６年の収入保険は、少なくとも、令和５年１年分について
青色申告（簡易な方式を含む）を行っていれば加入できるよう
になりました！

・全ての農産物を対象に、自然災害や価格低下だけでなく、
農業者の経営努力では避けられない収入減少を広く補償します。
・個人農業者の新規加入申請期限は、令和５年12月末までです。
（保険期間を令和６年１月～12月とする場合）

収入保険をおすすめします！

農業共済をおすすめします！
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2の説明
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3の説明

農業者年金の内容やご相談については、
最寄りの農業委員会かJA又は農業者年金
基金にお問合せください。

農業保険は国の公的保険制度で、保険料（掛金）の国庫補助があります。
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